
新たな財政構造改⾰プラン第1回策定委員会
令和８年５⽉30⽇（⼟）

美⾺市企画総務部財政課

改⾰の
基本⽅針(案)と
改⾰項⽬(案)

資料６



１ 新たな財政構造改⾰プランの基本⽅針（案）
(1) 基本⽅針

「美⾺市⾏財政改⾰指針」（平成28年２⽉策定）に掲げた６つの指針に基づく取組を進め
つつ、財政上の構造的な課題に対し、次の基本⽅針に基づき、集中的にアプローチするも
のとします。

市単独で実施･運⽤している、地⽅財政措置のない、経常的な事業を改⾰の
主なターゲットとし、近隣市町等が取り組んでいる改⾰⼿法を積極的に取り
⼊れる。※1

⼈⼝減少を前提とした「スマートシュリンク（賢く縮む）※2」のための改⾰
を、デジタル技術も積極的に活⽤し、推進する。

法令で義務づけられた⾏政の規模や内容は維持する※3とともに、市⺠⽣活に
広範な影響が及ぶ改⾰については慎重に⾏う。

①

②

③
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１ 新たな財政構造改⾰プランの基本⽅針（案）

地⽅公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地⽅公共団体に協⼒を求
めてその規模の適正化を図らなければならない。

※1 地⽅⾃治法第２条第15項では次のとおり規定

※2 スマートシュリンクとは
⼈⼝減少を前提に地域の⾏政や公共サービスを⾒直し、住⺠の⽣活の質を維持･向上させながら賢
く集約して効率化する考え⽅。全国知事会は2025年11⽉、⼈⼝減少問題への提⾔に明記し、社会
の仕組みや⾏政機能の⾒直し、公共施設の統廃合を考える必要性を訴えた。住⺠⽣活に最も⾝近な
市町村の⾏政事務の共同化や都道府県への委託などを幅広く検討するよう求めた。

令和8年1⽉30⽇朝⽇新聞掲載記事より抜粋

※3 地⽅交付税法第３条第３項では次のとおり規定
地⽅団体は、その⾏政について、合理的、且つ、妥当な⽔準を維持するように努め、少くとも法律
⼜はこれに基く政令により義務づけられた規模と内容とを備えるようにしなければならない。

(2) 実施期間
令和９年度〜令和11年度 （第3次総合計画･後期基本計画の終期に合わせる。）
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① 歳⼊の確保

② アウトカム志向の業務改善

(1) 実施の前提となる取組事項
改⾰プランの実施に当たっては、次の３点を前提とします。

改⾰プランは、主に歳出構造の改⾰に向けた計画と位置づけ策定するものです。
このため、「市税の課税客体の的確な把握」や「徴収率の向上」、「市有遊休財産の積
極的な売却」、「ふるさと納税など寄附⾦の増収」、「有利な国庫補助制度等の活⽤」
などの財源確保対策については、本プラン実施の前提として取り組むものとします。

全ての職員が、「よりコストをかけず⾼い成果を挙げる⼿法はないか」という視点を持
ち、不断に業務改善に取り組むことをプランに基づく改⾰の前提とします。

③ 経費の最少化
「最少の経費で最⼤の効果を挙げる」※4という基本を徹底し、毎年度の予算編成時に経
費の最少化を追求します。また、施設等の更新に当たっても、統廃合や経費の最少化に
取り組みます。

※4 地⽅⾃治法第２条第14項では、「地⽅公共団体は、その事務を処理するに当つては、住⺠の福祉の増進に努めると
ともに、最少の経費で最⼤の効果を挙げるようにしなければならない」と規定されています。

２ 新たな財政構造改⾰プランの前提取組事項
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３ 新たな財政構造改⾰プランの改⾰項⽬（案）
(1) 改⾰プランの構造

改⾰プランの構造は次のとおりとします。

① 実施期間中に取り組む項⽬ － ⼤項⽬ － ⼩項⽬ － 実施計画
第１回策定委員会で案を提⽰
→追加・修正意⾒を集約し、第２回策定委員会で決定
（実施計画案は第２回策定委員会で提⽰）

② 実施期間終了後の取組
実施期間中に着⼿したものは、引き続き改⾰を実⾏するとともに、計画策定等にとど
まったものについても、当該計画等に基づく改⾰を実⾏するものとします。

→ 第４次総合計画へ反映

③ 実施期間中及び実施期間終了後の改⾰によっても、なお財源不⾜が許容できる
程度まで縮⼩しない場合の対応
２つのフェーズに分け、フェーズ①の取組によっても改善しない場合に、フェーズ
②の対応をとるものとします。
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３ 新たな財政構造改⾰プランの改⾰項⽬（案）
(2) 実施期間中に取り組む改⾰項⽬

１ ⾏政組織、内部事務の (1) ⼀部事務組合の⾒直し 本市とつるぎ町と構成している⼀部事務組合については、町村合併に伴い、
効率化 構成団体が２となって20年以上が経過したが、総務関係事務をそれぞれ⾏う

など効率的とは⾔えない状況のため、事務の美⾺市への移管などについてつ
るぎ町と協議を⾏う。

(2) 広域化による⾏政の効率 徳島県が推進する消防広域化の動向等を踏まえ、美⾺⻄部消防組合を含む本
化 市域の消防についても効率化するよう検討・協議を⾏う。その他の⾏政分野

についても⾏政の広域化に向けた協議体に参画する。
(3) 職員配置の⾒直し 本市の職員配置について、国の基準や近隣市町の配置状況を上回っていない

か点検と分析を⾏い、⾒直しを含め効率化を⾏う。
(4) 職員数減少を前提とした 今後⼈⼝減少に伴う労働供給上の制約から、更に少ない職員数で業務に当た

内部事務の効率化 ることが求められる。こうした認識のもと、費⽤対効果が⾼いICTツールの
活⽤をはじめ、BPR（業務改⾰）を推進する。

(5) ⾏政を担う⼈材の確保・ ⾼度化・複雑化する⾏政課題に、少ない職員数で的確に対応するため、⼈材
育成 の確保対策と、職員の能⼒を⾼めるための⼈材育成プログラムを実施する。

(6) ･･･  ･･･

趣旨、取組の⽅向性等⼩項⽬⼤項⽬
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３ 新たな財政構造改⾰プランの改⾰項⽬（案）
２ 後年度の公債費負担の (1) 市債発⾏額のコントロ ⼤型事業の検討や計画時に、公債費シミュレーションによる影響額を試算す

抑制 ール強化 ることを事業実施の必須要件とし、シミュレーション結果に基づき、事業実
施の可否や事業⾒直しの判断を⾏う。

３ 市有施設の⺠間譲渡、 (1) 施設の⺠間への譲渡 三好市の取組を参考とした観光宿泊施設の⺠間への譲渡など、近隣市町をは
統廃合等 じめ他市町村の先進事例を参考に、市有施設の⺠間への譲渡を進める。

(2) ⺠間施設で同種のサービ デイサービス施設等、⺠間施設においても同種のサービスが提供されている
スが提供されている施設 施設について、その機能の⺠間施設への移管を進め、当該施設を廃⽌する。
の廃⽌

(3) 利⽤者減少が⾒込まれる 今後利⽤者の減少が⾒込まれる施設について、管理・運営コストを削減する
施設の統廃合･機能縮⼩ ため、統廃合や代替機能を確保した上での機能縮⼩を進める。

(4) 点検や修繕費⽤の増加が 今後点検や修繕の費⽤の増加が⾒込まれる施設について、管理・運営コスト
⾒込まれる施設の統廃合 を削減するため、統廃合や代替機能を確保した上での機能縮⼩を進める。
･機能縮⼩

(5) ･･･  ･･･
４ 市単独の経常的事業の (1) 運営費補助⾦⽀出団体の 多額の運営補助⾦を⽀出している団体の運営の効率化を⽀援し、補助⾦額を

⾒直し 運営効率化⽀援 抑制する。
(2) イベントの⾒直し 市が主催⼜は実⾏委員会等を通じて開催を⽀援しているイベントについて、

検証を⾏い、最⼩限度の補助⾦で効果が発揮されるよう⾒直しを実施する。

⼤項⽬ ⼩項⽬ 趣旨、取組の⽅向性等
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３ 新たな財政構造改⾰プランの改⾰項⽬（案）

(3) 市単独の経常的事業の⾒ 継続して実施している市単独の補助・助成事業や、委託事業等について、検
直し（イベントを除く） 証を⾏い、効果に⾒合った費⽤となるよう⾒直しを⾏う。

(4) ･･･  ･･･
５ 受益者負担の拡⼤・明確 (1) 指定管理施設における収 収益を⽣むことができる指定管理施設について、収益を最⼤化させることで

化等 益の最⼤化と受益者負担 で、指定管理料の引下げにつなげる。また、受益者が特定化される指定管理
の拡⼤ 施設についても、受益者負担を拡⼤することで、指定管理料の引下げにつな

げる。（⺠間譲渡や施設の廃⽌を除く。）
(2) 使⽤料・⼿数料等の⾒直 近隣市町や要している経費などを参考に、使⽤料・⼿数料等を⾒直すととも

し に、減免運⽤についても妥当かどうか検証を⾏い、厳格化する。
(3) ･･･  ･･･

６ 公営企業会計の経営改⾰ (1) 上下⽔道の経営効率化と 簡易⽔道事業と下⽔道事業への⼀般会計からの「基準外繰出し」の縮減に向
料⾦の⾒直し け、管理コストの削減、料⾦改定を⾒据えた経営戦略の⾒直しを⾏う。

(2) ･･･  ･･･
７ ･･･ (1) ･･･  ･･･
８ ･･･ (1) ･･･  ･･･

⼤項⽬ ⼩項⽬ 趣旨、取組の⽅向性等
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３ 新たな財政構造改⾰プランの改⾰項⽬（案）
(3) 実施期間終了後の取組

実施期間中に着⼿したものは、引き続き改⾰を実⾏するとともに、計画策定等にとどまっ
たものについても、当該計画等に基づく改⾰を実⾏するものとします。

→ 第４次総合計画へ反映
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３ 新たな財政構造改⾰プランの改⾰項⽬（案）
(4) 実施期間中及び実施期間終了後の取組によっても、なお財源不⾜が許容で

きる程度まで縮⼩しない場合の対応

〈フェーズ①〉

１ 新規・継続事業の⾒直し (1) 新規事業の実施⾒合わせ 計画している新規事業について、国庫補助事業（予算補助事業）、県補助
・先送り 事業、市単独事業に関わらず、実施の⾒合わせ⼜は先送りを⾏う。

(2) 継続中の国･県補助事業、 継続中の国･県補助事業、地⽅財政措置事業について、「これ以上縮⼩でき
地⽅財政措置事業の縮⼩ ない」という程度まで縮⼩する。

(3) … …
２ 各種事業の⼀律中⽌・事 (1) イベント類の⼀律中⽌ 効果の有無に関わらずイベント類について⼀律に中⽌する。

業費カット・廃⽌
(2) 市単独補助・助成⾦の⼀ 市単独で実施している補助・助成⾦について、⼀律にカットし、廃⽌が可

律カットまたは廃⽌ 能なものは廃⽌する。
(3) … …

３ ･･･ (1) … …
(2) … …

⼤項⽬ ⼩項⽬ 趣旨、取組の⽅向性等
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３ 新たな財政構造改⾰プランの改⾰項⽬（案）
(4) 実施期間中及び実施期間終了後の取組によっても、なお財源不⾜が許容で

きる程度まで縮⼩しない場合の対応

〈フェーズ②〉

１ 職員給与の⼀律カット (1) 職員給与の⼀律カット 職員給与の⼀律カットは以降の⼈材の確保に⼤きな影響を与えることが
想定されるため、最終段階（フェーズ②）における措置とする。（カット
率は財源不⾜の状況により設定。）

２ 市⺠⽣活に直結するサー (1) 地域交流センター等公共 地域交流センター「ミライズ」（図書館を含む。）など公共施設の⼀時
ビスの縮⼩、公共施設の 施設の⼀時閉鎖 閉鎖により経費の削減を図る。
⼀時閉鎖

⼤項⽬ ⼩項⽬ 趣旨、取組の⽅向性等

※5

※5 地⽅公務員法第24条第２項では次のとおり規定
職員の給与は、⽣計費並びに国及び他の地⽅公共団体の職員並びに⺠間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定
められなければならない。
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４ 改⾰プラン策定後の広報･周知

改⾰プランの策定に当たっては、パブリックコメントを実施しますが、策定後にお
いても、プランの内容に沿った改⾰を推進することについて、市⺠の理解を得る必
要があります。

そこで、特に令和９年度においては、「広報みま」に特集または連載記事を掲載す
るなど、集中的に広報･周知活動に取り組みます。
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